
1　国補正予算（第１号）関係

（１）非公共事業 （単位：千円）

1 総合政策部 総合政策課 宮崎県ＬＰガス料金負担軽減事業 ＬＰガス使用世帯に対して、使用料の上昇の影響を軽減するための支援を行う。 0 672,000

2 総合政策部 総合交通課 交通・物流事業者燃料高騰等対策事業 交通・物流事業者に対して、原油価格の高止まりの影響を軽減するための支援を行う。 1,018,254 612,225

3 福祉保健部

福祉保健課
医療政策課
長寿介護課

障がい福祉課

医療・福祉分野における食材料費高騰対策緊急支援事業 食材料費高騰の影響を受ける医療機関、社会福祉施設等に支援金を給付する。 0 471,579

4 福祉保健部
医療政策課
長寿介護課

障がい福祉課
介護職員等処遇改善事業

医療、介護、障がい福祉分野などの現場で働く介護職員等の賃上げを令和６年２月から実施するた
めの費用を対象施設等に補助する。

0 532,575

5 福祉保健部 障がい福祉課 障がい者就労施設工賃向上実現事業
障がい者就労施設（就労継続支援Ｂ型事業所）に対して、障がい者の工賃向上に資する設備投資へ
の補助を行うとともに、その効果を検証し、全事業所で共有する。

0 156,098

6 環境森林部 環境森林課 省エネ家電導入支援事業 対象となる省エネ家電を購入した県民に対して、購入金額に応じてギフトカードを支給する。 150,000 69,000

7 商工観光労働部 企業振興課 ものづくり企業物価高騰対策設備等改修支援事業 県内ものづくり企業等に対して、生産性向上のための生産設備の改修に要する経費を補助する。 200,000 300,000

8 商工観光労働部 企業振興課 特別高圧電気料金激変緩和事業
特別高圧で受電する中小企業に対して、国が追加実施する電気料金激変緩和事業（高圧契約対
象）に準じて、高騰する電気料金を補助する。

688,244 279,250

9 商工観光労働部 観光推進課 県内旅行宿泊応援クーポン付与事業
県内宿泊者に対して、県内の土産店等で使用できるデジタルクーポンを付与するキャンペーンを実
施する。

793,000 195,200

10 商工観光労働部 観光推進課 宿泊業の生産性・サービス向上支援事業 人手不足にある宿泊事業者に対して、生産性向上に向けた機器・設備の導入費用を補助する。 128,500 21,600

11 農政水産部 農業普及技術課 堆肥等利活用促進緊急体制整備事業
化学肥料の一部を堆肥等へ転換する体制を整備するため、耕種農家や堆肥散布事業者に対して堆
肥散布機械等の導入を支援する。

0 45,920

12 農政水産部 農業普及技術課 被覆資材等価格高騰対策緊急支援事業
農業用資材の価格高騰による負担を軽減するため、農業者に対して被覆資材の価格高騰分等を補
助する。

451,559 68,010

13 農政水産部 畜産振興課 畜産経営飼料高騰対策支援事業 酪農家が高品質乾牧草を購入する際の費用を助成する。 490,100 42,875

14 農政水産部 水産政策課 漁業経営セーフティーネット等対策緊急支援事業
漁業者・養殖業者に対して、国のセーフティーネット事業の積立金相当額及び養殖用飼料原魚価格
を補助する。

276,348 25,599

小　　計 4,196,005 3,491,931
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（２）公共事業

1 環境森林部
自然環境課
森林経営課

【補助公共・交付金事業】 盛土防災総合推進費、山地治山事業費、森林整備事業、森林環境保全整備事業 4,693,686 3,175,487

2 環境森林部 自然環境課 【県単公共事業】
県単治山事業費
　治山施設計画調査事業

74,582 21,000

3 農政水産部
農村整備課

担い手農地対策課
漁業管理課

【補助公共・交付金事業】
盛土防災総合推進事業、公共農村総合整備対策費、公共土地改良事業費、公共農地防災事業費、
水産基盤（漁港）整備事業費、公共海岸保全漁港事業費

9,923,394 3,889,487

4 県土整備部

技術企画課
道路建設課
道路保全課

河川課
砂防課
港湾課

【補助公共・交付金事業】
盛土防災総合推進事業費、公共道路新設改良事業費、公共道路維持事業費、公共河川事業費、ダ
ム施設整備事業費、公共海岸事業費、公共砂防事業費、公共急傾斜地崩壊対策費、公共港湾建設
事業費

37,758,623 22,001,304

小　　計 52,450,285 29,087,278

２　給与改定関係

1 ― 職員の人件費（特別職） 県人事委員会の勧告等を踏まえた給与改定（増額）を行う。 834,794 4,286

2 ― 職員の人件費（一般職） 県人事委員会の勧告等を踏まえた給与改定（増額）を行う。 144,954,392 2,317,201

3 県土整備部 用地対策課 特別会計繰出金（公共用地取得事業）
公共用地取得事業特別会計における県人事委員会の勧告等を踏まえた給与改定に伴い、繰出金
の増額を行う。

382,990 416

小　　計 146,172,176 2,321,903

合　計（一般会計） 202,818,466 34,901,112

●　債務負担行為

1 県土整備部 河川課 【補助公共・交付金事業】 松尾ダムの警報設備更新工事に伴い、債務負担を設定する。 R5～R7 80,000

小　　計 80,000
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